
１．はじめに
日本の人口減少社会の到来が叫ばれて久し

い．日本の人口は2007年から減少局面に入
り，その減少幅も拡大し，2016年以降5年連
続で出生数は年間100万人を割っている（１）．

それに伴い，人口の地域的な偏在が加速化
し，特に地方における少子高齢化が加速して
いる．このような状況のなかで，2021年にお
ける学級数が11学級以下の公立学校の小規模
校の割合は，全国では42.0%であるが山口県
では58.2%であり，過小規模校（5学級以下の

＊１　山口大学大学院東アジア研究科（The�Graduate�School�of�East�Asian�Studies,�Yamaguchi�University）
＊２　山口大学教育学部（Faculty�of�Education,�Yamaguchi�University）
＊３　下関市立豊浦小学校（Shimonoseki�City�Toyoura�Elementary�School）
＊４　株式会社リクルート（Recruit�Co.,�Ltd.）

Journal of East Asian Studies, No.21, 2023.3. （pp.125-151）

（摘要）
　人口減少社会の到来により，特に地方において，適正規模での学校運営が難しい過小規模や極小規
模の学校が増加傾向にある．このような小規模校では，きめ細やかな指導等が行える一方で，人間関
係が固定化しがちであったり，多様な意見や考え方に触れることが少なくなったり等，教育上の課題
を抱えている．その解決策の１つとして，複数校の児童生徒が1つの学校に集まって合同授業が実施
されているが，時間的・金銭的な問題などから実施回数が制限されるケースが多い．この合同授業を
補う形で，日進月歩の勢いで進歩しているICT技術を活用した遠隔合同授業の取組みが期待され，教
育実践が進められてきている．そこで本研究では，小規模校・少人数学級における遠隔合同授業を対
象にして，学習者の学習活動と教員の教授活動を支援するための遠隔合同授業支援環境を研究開発す
る．具体的には，学校のネットワークの問題や，対面と遠隔の学習者を見とりながら遠隔合同授業を
進める教員の負荷を踏まえて，ビデオコミュニケーション機能や遠隔合同授業をシームレスに支援す
る授業支援機能を有した「つながる授業アプリ」をアジャイル型開発手法によって実装した．さらに，

「つながる授業アプリ」の操作・機能評価を行って修正事項を整理して，改善を行った事項について
報告する．
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学校）の割合は，全国では8.9%であるが山口
県では22.6%となっている（２）．少子高齢化率
の高い地域では，学校の過小規模化や極小規
模化（複式学級による3学級以下の学校）が
進んでいることが分かる．

このような小規模校では，児童生徒一人一
人がきめ細かな指導を受けることができ，人
間関係が深まりやすい等の利点があげられ
る．一方で，人間関係や役割の固定化，集団
の中で多様な意見や考え方に触れることや切
磋琢磨する機会に乏しいといった教育的課題
もあげられている（３）．これらの教育的課題
を解決する策の1つとして，複数校の児童生
徒が1つの学校に集まって授業を実施する合
同授業が行われている．しかし，地方では公
共交通が便利ではないために移動に時間がか
かってしまい合同授業の時間が十分にとれな
い時間的問題が存在する．さらに，合同授業
の時間をとるためにワゴンタクシーや貸切バ
スを利用するための金銭的問題などから実施
回数が制限されるケースが多い．

このような状況の中で，ICTを活用した遠
隔合同授業が期待されてきた．文部科学省が
進めているGIGAスクール構想や新型コロナ
ウィルス感染症の影響もあって，授業実践
が進められてきている．遠隔合同授業では，
Zoom，Google�Meet，Microsoft�Teams，
WebexといったWeb会議システムが準備で
きれば，教室間や児童生徒間を接続して授業
を実施することは可能である．

しかしながら，遠隔合同授業を実践する上
では環境整備面や授業実施面等で課題が存在
する．環境整備面では，学校のネットワーク
回線の帯域不足，ルータの性能不足等による
安定したネットワークに関する問題がある．
また，授業実施面では，授業実施時における
教員の作業負荷が非常に高いことがあげられ
る．児童生徒が活用しているビデオコミュニ

ケーションやツール・アプリ上で通信の遅延
や切断が生じれば，教員はその障害に対処し
なければならない．さらに授業では，授業を
展開していくのはもちろん，教員自身のクラ
スの児童生徒の学習活動の確認や見とり，指
導・支援だけでなく，遠隔のクラス側の児童
生徒の学習活動状況の確認や指導・支援も行
わなければならない．それらのために，コン
ピュータやビデオカメラの操作が伴うことも
ある．

これらの課題を解決するために，ビデオコ
ミュニケーションやツール・アプリでは，企
業のWeb会議や作業とは異なる遠隔合同授
業の特性や授業プロセスを踏まえた仕組みの
構築や機能開発が必要となる．さらに，遠隔
合同授業における学習活動や教授活動のプロ
セスを分析した上で学習支援機能を開発し，
その機能と連動した授業支援機能を提供する
ことが必要となる．

そこで本研究では，小規模校・少人数学級
における遠隔合同授業を対象にして，学習者
の学習活動と教員の教授活動を支援するため
の遠隔合同授業支援環境を設計して開発す
る．具体的には，学校のネットワーク環境の
問題や，対面と遠隔の学習者を見とりながら
授業を進める教員の負荷を踏まえて，ビデオ
コミュニケーション機能や遠隔合同授業を
シームレスに支援する学習活動支援機能と授
業支援機能を有した「つながる授業アプリ」
をアジャイル型開発手法によって実装した．

本稿では，2章において，遠隔合同授業に
おける研究課題と先行研究について整理して
本研究の有用性について説明する．3章では
遠隔合同授業を支援する環境や機能について
整理して，4章では遠隔合同授業支援環境と
して実装した「つながる授業アプリ」の基本
機能とその構成について述べる．さらに，5
章では授業実践として活用された際の児童や
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教員のアンケート結果から「つながる授業ア
プリ」の有用性を検証して，6章で「つなが
る授業アプリ」の改善事項について説明す
る．

２．遠隔合同授業の必要性と先行研究
2.1　 遠隔教育の分類・実践事例と遠隔教育

支援
令和元年に文部科学省でとりまとめられた

「新時代の学びを支える先端技術活用推進方
策（最終まとめ）」では，ICTを活用するこ
とによって時間や距離の制約を取り払った学
びを提供しやすくなり，特に遠隔技術の活用
によって，社会の多様な人材やリソースの活
用や，多様な人々との学び合いによる社会性
を涵養する機会，多様な意見に触れる機会を
増やす効果が期待できると示されている（４）．
このような状況のなかで，お互いの距離に関
係なく相互対話が可能なICTの双方向性とい
う特徴をいかして，遠隔教育システムを活用
した遠隔教育が行われている（５）．文部科学省
の「遠隔教育システム導入実証研究事業」で
は，各実証地域の実践事例から遠隔教育を実
施する「目的」と「接続先」を踏まえて，遠
隔教育を次の12パターンに分類している（６）．

［A］��多様な人々とのつながりを実現する遠隔
教育

　A1：�遠隔交流授業
　A2：�遠隔合同授業

［B］�教科等の学びを深める遠隔教育
　B1：�ALTとつないだ遠隔学習
　B2：�専門家とつないだ遠隔学習
　B3：�免許外教科担任を支援する遠隔授業
　B4：�教科・科目充実型の遠隔授業

［C］��個々の児童生徒の状況に応じた遠隔教育
　C1：��日本語指導が必要な児童生徒を支援す

る遠隔教育
　C2：��児童生徒の個々の理解状況に応じて支

援する遠隔教育
　C3：��不登校の児童生徒を支援する遠隔教育
　C4：��病気療養中の児童生徒を支援する遠隔

教育
［D］��家庭学習を支援する遠隔・オンライン学

習
［E］��遠隔教員研修

本研究では，これらの分類のなかで，複数
の教室を遠隔教育システムで接続し，同時に
学べる人数を増やして合同で授業を行うこと
を通して，多様な意見や考え方に触れたり，
学習活動の幅を広げたりして自分の考えを深
めると同時に，学習意欲や相手意識を高め，
社会性を培うための遠隔合同授業に焦点をあ
てる．

このような遠隔教育は，基本的に，図1に
示されるICTの機器構成によって実施されて
いる．遠隔教育の推進に関しては，文部科
学省の「人口減少社会におけるICTの活用に
よる教育の質の維持向上に係る実証事業（３）」，

「新時代の学びを支える先端技術活用推進方
策（最終まとめ）（４）」や「新時代の学びにお
ける先端技術導入実証研究事業（遠隔教育シ
ステムの効果的な活用に関する実証）（７）」が
その牽引役となってきている．平成27年度か
ら3年間実施された「人口減少社会における
ICTの活用による教育の質の維持向上に係る
実証事業」では，遠隔教育システム等のICT
を活用した遠隔地間における児童生徒の学び
の充実や，社会教育施設等と連携した遠隔講
座の実施など学校教育や社会教育における教
育の質向上を図るための実証研究実践が行わ
れた（５，６）．特に，「学校教育におけるICTを
活用した実証事業」では，小規模校の教育上
の課題を克服するために，地理的に離れた学
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校・学級同士をICTで接続して協働学習など
を継続的に実施し，指導方法やカリキュラム
の開発および学習効果の検証が10地域で行わ
れた（５，６）．本研究の一部として，本事業に参
加された萩市教育委員会と連携・協働して遠
隔合同授業を支援するICT環境の設計・開発
に取り組んできた．また，「新時代の学びに
おける先端技術導入実証研究事業（７）」では，
遠隔教育システムを活用した多様性ある学習
環境，専門性の高い授業や質の高い学習，遠
隔会議の活用による業務の効率化の実現等を
目指して，全国13の実証地域で遠隔教育シス
テムの効果的な活用方法の検証や遠隔教育の
効果測定が行われた．特に，ALTを活用し
た外国語指導や特別な配慮を必要とする児童
生徒へのきめ細やかな指導の可能性について
実証検証が行われた（６，７）．このような事業に
おける授業・教育実践を通して，遠隔教育に
おけるICT機器の導入・利用のポイントが整
理されている．そして，機器の配置，児童生
徒の学習活動，教員の指導・援助，ICTの活
用方法を接続形態とともに授業の流れとして
まとめられている．これらの授業の具体的展
開がガイドブックとして紹介されることに
よって，全国で遠隔教育が実践されてきてい
る．

しかしながら，現在の遠隔教育実践は遠隔
教育に特化されていない既存のシステムや

ツールを活用して行われている．遠隔教育の
学習活動や指導の特徴や遠隔教育を実施する
教員の負荷等を考慮した機能を有したシステ
ムやツールが提供されていない．このような
状況の中で，岡本らは，中山間地域における
小規模校間の遠隔合同授業を効果的かつ効率
的に行うことを目的として，これらに関わる
教員の授業研究支援の枠組みの提案とシス
テムの開発・評価を行っている．そこでは，
ジェスチャ認識デバイスを用いた電子黒板に
教員のシルエットを表示する機能の試作と動
作検証（８）や，遠隔教室における俯瞰撮影を可
能とするバルーン型ドローンによる撮影装置
の設計と試作（９），遠隔非同期レビューのため
の電子化学習指導案の作成とレビュー環境の
試作（10），さらにマルチアングルによる遠隔合
同授業収録システムの試作（11）などの研究が進
められてきている．これらの研究は，遠隔教
育を実施する教員が必要とする支援対象を吟
味した上で，そのニーズに対する教員研修の
支援機能を提供する部分に非常に意義があ
り，遠隔合同授業の教員研修の在り方を示す
ものである．

このように遠隔教育に関わる学習支援・授
業支援ニーズを捉えたシステムやツールの研
究開発が必須であるが，この分野における研
究成果は途上である．本研究では，小規模
校・少人数学級における遠隔合同授業を対象
にして，学習者の学習活動と教員の教授活動
の特徴やニーズを抽出して，それらを支援す
る遠隔合同授業支援環境をデザインする．

2.2　小規模校の利点と課題
日本の人口は減少局面に入り，さらに人口

の地域的な偏在化は，学校教育においては児
童生徒数の減少による学校の小規模化という
形で影響を与えている（１，２）．このような小規
模校や少人数学級における利点や課題は，以

図１：遠隔教育を実施する際のICT機器構成
（文献［5,6］を引用して修正）
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下のように整理できる（３）．

【利点】
1.�� �一人一人にきめ細やかな指導が行いやす

い
2.�� �児童生徒が意見・感想を発表する機会が

多い
3.�� 学校設備，器具などの整備が容易である
4.�� 家庭・地域と比較的連携しやすい

【課題】
1.�� �多様な意見や考え方に触れる機会が少な

い
　・�意見や考え方の広がりや深まりが期待し

にくい
　・�他者の意見を解釈・比較・判断する機会

が少ない
2.�� �コミュニケーション力を育成する機会が

少ない
　・�自分の意見や考え方を伝える機会が少な

い
　・大人数を相手に説明する機会が少ない
3.�� 社会性を養う機会が少ない
　・人間関係が固定化されてしまう
　・�自己主張や他者を尊重する経験が積みに

くい
　・主体的に話し合おうとする意識が低い
4.�� 学習活動の規模が小さい
　・�教え合い・学び合いの協働的な学習が行

いにくい
　・切磋琢磨する環境が作りにくい
　・�いつも同じグループでの活動になってし

まう
　・役割が固定化しがちである
　・�話合いの結果や理科の実験結果などの

データが十分に集まらない
5.�� �進学先等他環境とのギャップに対応でき

ない

このような小規模校・少人数学級のもつ問
題の解決方法の1つとして，合同授業の実施
があげられる．合同授業とは，定期・不定期
に地域の小規模校同士，あるいは小規模校と
大規模校等が1ヶ所に集まって授業を行う形
態である．離島の児童生徒が定期的に街中の
学校に集う例や，同じ中学校に進学すること
になる小学校間で行事の準備学習のために集
う例などがあげられる．合同授業を実施する
ためには，以下のような準備が必要となる．

1.�� 複数校での日程調整
2.�� 学校間の学習進捗の調整
3.�� 複式学級での時間割調整
4.�� �スクールバス等の移動手段の手配，経

費捻出
5.�� �交通手段の少なさによる移動時間の確

保
小規模校の教員数の少なさもあり，通常業

務における負担が大きいなかで，合同授業の
準備のための負荷は授業実施を困難にさせて
いる要因になる．さらに，一般的に，学校は
交通手段が潤沢でない場所に設置されている
ことから移動時間がかかり相手校に少ない時
間しか滞在することできないことや，その代
替として貸切バスやワゴンタクシーを活用す
れば経費増につながるため，合同授業の回数
が制限される原因となる．

このような状況において，ICTを活用した
遠隔合同授業が期待され，合同授業を補う形
での機会や，小規模校・少人数学級の課題で
もある思考・判断・表現力の育成に有効な方
法としての遠隔合同授業が実施されはじめて
いる．さらに上述した小規模校・少人数学級
の課題とも関係するが，グローバル化の進展
や多様化する社会の中で生きていく力が求め
られている．旧来日本におけるコミュニケー
ションでは，場の状況や人間関係など文脈を
汲み取った「あうん」の呼吸が望まれてき
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た（12）．しかし，アジア圏以外の多くの国は言
語文化（低コンテキスト文化）とされ，自分
の考え方や意見を的確に相手に言葉で説明す
ることが重要となる（12）．さらに，今後，国を
またいだチームでのオンライン会議も珍しく
ない時代になると考えれば，低品質な映像・
音声でのやりとりをも想定しながら，様々な
人々との対話場面において，言語だけでな
く，図表やICTを上手く活用して丁寧かつ明
確に対話するコミュニケーション力が必要と
なる．遠隔合同授業におけるグループ対話の
実践はコミュニケーション力育成の機会にも
なり得ることから，合同授業の補完以上のメ
リットが期待できる．これらの能力やそこに
介在するスキルを児童生徒に身につけてもら
うために，遠隔合同授業の構成とそこに内在
する研究課題を整理しておくことが必要であ
る．

2.3　遠隔合同授業の構成と必要な研究課題
合同授業では，小規模校では味わうことの

できない人数の多い授業を展開することが期
待できる．そこでは，役割の固定化を解消で
きる他者との関わりや，自身が合同授業のメ
ンバーになっていることを実感させる必要が
ある．さらに，他者の多様な意見，考え方や
解き方に触れる経験を経て，合同授業の良さ
を感じ取ることができる授業環境および学習
支援が求められる．したがって，ICTを活用
した遠隔合同授業では，これらの合同授業の
よさを保障するために，クラス間や個々の児
童生徒をつなぎ，教員がそこでのやりとりを
見とることができる遠隔合同授業支援環境を
整備することが重要になってくる．

この「クラス間」と「児童生徒間」のつな
がりを保障するために，遠隔合同授業では，
図２に示すような2種類のつながりから構成
される遠隔合同授業支援環境として設計する

ことが必要となる．一つ目は，物理的に離れ
ている複数の教室を遠隔教育システム（テレ
ビ会議システムやWeb会議システム）を活
用して一つの教室にする「『学級』として」
のつながりの保障である．二つ目は，物理的
に離れている教室の児童生徒の協働学習・活
動を実施するために，児童生徒用情報端末上
に「個人作業・学習空間」「協働作業・学習
空間」「他校の児童生徒とのビデオコミュニ
ケーション空間」を整備してペア・グループ
学習を進められる「『個』として」のつなが
りの保障である．

これまで述べてきた小規模校や合同授業の
課題を踏まえて，遠隔合同授業において児童
生徒に身につけてほしい力・スキルと態度を
モデル化したのが図３である．遠隔合同授業
を実施するための基盤として「遠隔ICT活用
スキル」は必須である．そこでは，遠隔で他
者と「つながる」際の特徴を理解した上で，
活用するシステム・ツールのスキルを習得
し，システム・ツールを学習目的に応じて特
徴を踏まえながら自発的に活用できるレベル
に到達することが目標となる．もう１つの基
盤としてあげられるのが「遠隔合同授業へ参
画する態度」である．この態度について，最
初に目指すべきは「相手の考えが聴きたい」，

「一緒に勉強したい」といった児童生徒の必
要感から楽しく参画してつながって学び合
うよさを感じるレベルである（Level1）．次
に，遠隔でつながりあう特徴を理解して，話
す内容や順番，簡潔さ，明瞭さ等を考えなが
ら対話できるレベルを目指す（Level2）．最
終的には，「分かってもらいたい」などの相
手意識をもって児童生徒だけで主体的に交流
して，よりよい学びを創ろうとするレベルを
目標とする（Level3）．これらのスキルと態
度を基に，「コミュニケーション力」，「学習
内容を深めたり拡げたりする力」や「知識構
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造を創造・修正する力」を身につけるための
学習活動を展開する．「コミュニケーション
力」では，「伝える」活動には「工夫する」
思考を付加して，「聴く」活動ではよりよい
聴き手を目指して各活動を洗練していく．さ
らに，「対話する」活動では，決められた話
型（Level1）から主体的な対話プランニング

（Level2）ができるようになることを目指す．
「学習内容を深めたり拡げたりする力」と「知
識構造を創造・修正する力」では，他者の考
えや解き方等が分からない状態から聴くこと
によって分かった状態になる．さらに，自他
の考えや解き方等に思考スキルを働かせて吟
味することによって，根拠を持って学習内容
や知識構造を再構成することができる．その
結果として，自他の考えや解き方等に対して
納得の状態ができ，これらの繰り返しによっ
て上述した2つの力を身につけることができ
るとモデル化した．これらのモデル化した能
力・スキルや態度を身につけていくための学
習支援および授業支援に対して，以下のよう
な研究課題をあげることができる．

◦� �遠隔合同授業を通して児童生徒に身に付
けさせたい力と態度の整理，カリキュラ
ム開発

◦� �個人作業・学習を円滑に進めるための作
業環境と個人学習支援機能

◦� �協働作業・学習を円滑に進めるための作
業環境と協働学習支援機能

◦� �思考活動（比較する，評価する等）プロ
セスを踏まえた協働的な思考活動支援機
能

◦� �遠隔合同授業における教員の過負荷を解
消するためのシームレスな授業支援機能

◦� �遠隔合同授業支援環境の開発方式に対し
て，基本支援機能間で通信するプロトコ
ルを規定することによって支援機能をプ
ラグインできる技術標準化の設計・実装

このように，遠隔合同授業を対象にして，
教育面，学習・授業環境面，学習支援・授業
支援面，そして将来を見据えた教育システム
開発の標準化の面と多岐にわたる研究課題が
存在することが分かる．これらの研究課題の
なかで，本研究では，学校のネットワーク環
境の問題や，対面と遠隔の学習者を見とりな
がら遠隔合同授業を進める教員の負荷を踏ま
えて，ビデオコミュニケーション機能や遠隔
合同授業をシームレスに支援する学習活動支
援機能と授業支援機能を有した「つながる授
業アプリ（遠隔合同授業支援環境）」を設計
して開発することにした．

図２：遠隔合同授業で必要な2つのつながりと
授業環境の構成

図３：遠隔合同授業において身につける
力・スキルと態度
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３．遠隔合同授業に必要な環境
本章では，遠隔合同授業の学習場面から，

ICTの活用方法を整理し，ICT機器や機能
に必要な構成要素を明らかにする．そして，

「個」としてのつながりを保障するため，「つ
ながる授業アプリ」を新規開発する必要性に
ついて述べる．

3.1　ICTを活用した学習場面
学びのイノベーション事業実証研究報告書

によると，ICTを活用した学習場面は，一斉
学習，個別学習，協働学習の大きく3種類に
分類され，それぞれICT活用のポイントが以
下のように示されている（13）．

［A］�一斉学習
� A1：�教員による教材の提示

［B］�個別学習
� B1：�個に応じる学習
� B2：�調査活動
� B3：�思考を深める学習
� B4：�表現・制作
� B5：�家庭学習

［C］�協働学習
� C1：�発表や話合い
� C2：�協働での意見整理
� C3：�協働制作
� C4：�学校の壁を越えた学習

一方で，ICTを活用した児童生徒主導の学
習展開では，①個別学習により，試行錯誤し
ながら問題を解決する学習活動を行い，解決
策や考えに迫っていき，②ペアやグループと
の対話により，他者の考え方を比較・関連づ
けて練り上げていくことで，多様な考え方を
獲得したり，自分の考え方の良さを認識した
りしてその適用範囲を広げていく．この個々

の学習活動プロセスに適したICT活用が仕組
まれ，展開されていくことになる（14）．これ
は，遠隔合同授業においても当てはまると
考えられる．そこで，3つの学習場面（一斉
学習，個別学習，協働学習）を，2.3節で提
案した「学級」としてのつながり，「個」と
してのつながりの2種類に分類して，図１の
ICT機器構成を踏まえた遠隔合同授業支援環
境の構成にまとめていく．

3.1.1　一斉学習
遠隔合同授業における一斉学習は「学級」

としてのつながりに分類できる．この学習場
面を通して，教員が2つの学級全体に対して
説明や発問を行ったり，児童生徒が全体に対
して発表を行なったりして学級のつながりを
保障する．ここではお互いの学級の状況を映
像・音声を使ってリアルタイムかつ正確に共
有し合える機能が必要となる．情報の共有が
遅延したり，不明瞭な映像や音声が相手学級
に伝わると，交流がちぐはぐになったり，正
常に授業が進行しなくなったりする可能性が
ある．よって，高画質かつ大きな映像と高音
質な音声を相手校に届けるための大型テレビ
ディスプレイ，マイク，スピーカー，送受信
システムなどが必要で，動作の安定性が高い
ものが望まれる．具体的に相手校に共有する
映像としては，黒板・ホワイトボード，PC
の画面，書画カメラ，発表時の児童生徒，児
童生徒が記入したノートなどがあげられる．
複数のカメラ映像を同時に相手校の教室に共
有できる機能があれば，遠隔側ではPCの画
面と発表者である児童生徒の両方を映し出す
ことができ，より一体感のある一斉学習が可
能となると考えられる．

3.1.2　個別学習
遠隔合同授業における個別学習は「個」と
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してのつながりに分類できる．この学習場面
において，一斉学習で教員から提示された課
題について，各児童生徒が一人学びを行い，
考えや意見をまとめながら通常の自分のノー
トに相当する個人作業・学習空間（以下，個
人ノート）に表現する．課題及び個人ノート
はデジタル教材の一部であって，教員側に児
童生徒の記入内容がリアルタイムで共有され
ることが必要である．紙の課題を用いた場
合，相手校側にあらかじめメールやFAXで
送り，相手校の教員が印刷するなど準備に時
間と手間がかかる．さらに，遠隔側の教員は
児童生徒の記入内容を把握することができ
ず，児童生徒の見とりができない．そこで，
教員側で共有された個人ノートを一覧表示す
ることで，教員の見とり支援が期待できる．
また，例えば，高橋らはデジタルペン黒板シ
ステムによって一斉授業内での他者との思考
の相互観察活動を促す授業が，児童の論理的
な読み書き能力の伸長を促進することを示し
ている（15）．遠隔合同授業においても，大型テ
レビディスプレイに児童生徒の個人ノートを
一覧表示して，児童生徒が他者の意見や考え
を相互に観察することを促す授業を実施する
ことで，児童生徒の意見や考えを再構築し，
個人ノートの記述内容をより論理的に説明で
きる内容に修正し，発表に役立てることが期
待できる．

この学習場面における個人ノートの機能と
しては，後の学習場面で自分の意見や考え方
を発表することを想定し，表現を工夫するた
めの道具が複数用意されていることが望まれ
る．例えば，ペンの種類，色，太さが変更で
き，直線，四角，丸など基本の図形を描け，
画像を貼り付けることができる機能等であ
る．

3.1.3　協働学習

遠隔合同授業における協働学習は「個」と
してのつながりに分類できる．この学習場面
において，教員が児童生徒同士のペア・グ
ループを作成し，個別学習で各児童生徒が記
入した個人ノートをペア・グループで意見交
換しながら共有できるノートに相当する協働
作業・学習空間（以下，協働ノート）に貼り
付けるなどして提示する．そして，ペア・グ
ループのビデオチャットでお互いの顔を見た
り，協働ノートを見ながら，お互いの考えを
発表したり，意見交換を行って自分の考えを
深めたり，ペア・グループの考えとしてまと
めたりする．ここでは対話に集中できるよ
う，ペア・グループ以外の音声が入らないこ
とが望ましい．協働学習の結果得られた意見
や考え方を，再び一斉学習に戻って個別に発
表することも考えられる．

協働ノートには，対話しながら気づいた点
を記入したり，特に強調したい箇所に線を引
いたりなど，協働ノートの記述内容がリアル
タイムにペア・グループで共有できることが
必要である．また，個人ノート同様に，協働
ノートも教員の見とりの対象となることか
ら，教員側で協働ノートが共有される支援機
能が必要となる．

3.2　「学級」としてのつながりの構成
一斉学習の場面は，「学級」としてのつな

がりに相当する．その実現に必要なICT機器
と機能要件を以下にあげる．
�

［1］構成機器
1.�� �遠隔側の学級の映像を表示する大型

のテレビディスプレイ（1台以上で，
相手校が同時に送る映像の数と同じ
台数）．なお，コンテンツ提示専用の
ディスプレイが配置され，2台運用さ
れると授業展開が容易．
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2.�� �遠隔側の学級の音声を再生するスピー
カー．

3.�� 学級全体の音声を集音できるマイク．
4.�� �学級全体の映像を撮ることができるビ

デオカメラ．
5.�� �複数の映像・音声を切り替えたり，（可

能であれば）複数の映像を合成して遠
隔側に送ったり，遠隔側の複数の映
像・音声を受信して，切り替えたり分
岐したりしてテレビディスプレイやス
ピーカーに出力できる処理装置（映像
音声処理装置）．

［2］ 機能要件
1.�� �遠隔側の学級を電話のように呼び出

し，「学級」としてのつながりを開始
できること．

2.�� �学級全体の映像・音声を遠隔側の学級
に共有できること．

3.�� �黒板・ホワイトボードの映像を遠隔側
の学級に共有できること．

4.�� �複数のビデオカメラ，PC画面，「個」
としてのつながりの画面，書画カメラ
など複数の映像を切り替えて遠隔側の
学級に共有できること．

5.�� �ビデオカメラの画角調整（ズーム）や
位置調整（パン）など，共有したい映
像を最適化するための調整ができるこ
と．

6.�� �受信した映像が複数ある場合，映像を
選択したり，並列に並べて同時に表示
したりするなど画面表示を切り替えら
れること．

7.�� �必要な場合には，音声や映像を停止し
たり，再開したりできること．

［3］利用可能なシステム
「学級」としてのつながりを保障するシス

テムには，遠隔教育システム（テレビ会議シ
ステム，Web会議システム）が活用可能で
あり，数多くの製品やシステムが存在する．
一般的な遠隔教育システムで活用されるテレ
ビ会議システムとWeb会議システムの特徴
の比較を表１にまとめる．前述の機能を全て
実現可能なのは，テレビ会議システムである
が，一部の機能がなくてもよい環境や，導入
にかかる費用を抑える必要があれば，Web
会議システムでも可能である．

3.3　「個」としてのつながりの構成
個別学習，協働学習の場面が，「個」とし

てのつながりに相当する．必要なICT機器と
機能要件を以下にあげる．�

［1］構成機器
1.�� �Wi-Fi接続，ペン入力，カメラ機能を

備えたタブレット端末
2.�� �ヘッドセット型のマイク・ヘッドフォ

ン

［2］機能要件
a）教員側の機能要件
1.�� �1つの授業をシステム（アプリ）の1ク

ラスとして作成し，授業に参加する児
童生徒を指定できること．

2.�� �課題や回答用紙をデジタル教材として
作成できること．

3.�� �課題や回答用紙を児童生徒側のタブ
レット端末に共有できること．

4.�� �ペア・グループを作って，児童生徒を
指定したペア・グループに参加させた
り，別のペア・グループに変更させた
りできること．

5.�� �全児童生徒の個人ノートを一覧表示し
たり，指定した一人の児童生徒の個人
ノートを拡大表示したりできること．
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6.�� �ペア・グループの協働ノートを一覧表
示したり，指定したペア・グループの
協働ノートを拡大表示したりできるこ
と．

b）児童生徒側の機能要件
1.�� �システムのクラス（授業）に参加でき

ること．
2.�� �課題を見ることができること．
3.�� �回答用紙を個人ノートとして，タブ

レット端末付属のペンを使って記入で
きること．

4.�� �個人ノートを協働ノートに貼り付けで
きること．

5.�� �同一のペア・グループの児童生徒と協
働ノートを共有できること．

6.�� �協働ノートには，ペンを使って追記で
き，リアルタイムに共有できること．

7.�� �同一のペア・グループの児童生徒と，
タブレット端末に付属するカメラ，
ヘッドセットを使ってビデオチャット
による対話ができること．

c）共通の機能要件
1.�� �課題や回答用紙の修正がリアルタイム

に共有できること．
2.�� �課題や回答用紙はタブレット端末に付

属のペンを使って手書き入力，図形入
力，画像差し込みができること．

3.�� �手書き入力，図形入力では，ペンの種
類，色，太さが変えられること．

［3］利用可能なシステム
「個」としてのつながりを保障するシステ

ムとして，協働学習支援システムを利用する
方法がある．代表的なシステムを表２にまと
めた．例えば，高知県教育委員会，長野県喬
木村教育委員会では，「xSync�Prime」を導
入して，遠隔合同授業の実践が行われている

（16）．
これらのシステムはおおよそ前述の「個」

としてのつながりを保障する機能が含まれ
ているだけでなく，多様な機能を含んでい
る．ここで，3.1.3節で説明した協働学習の場
面において，児童生徒のペア・グループでビ
デオチャットコミュニケーションによる交流

表１：遠隔教育システムの比較
テレビ会議
システム

Web会議
システム

機器 専用機器 PC，タブレット端末

操作 専用リモコン 画面に表示される
操作パネル

通信の安定性 高 低〜中

映像・音声
品質 高 低〜中

複数カメラの
切り替え 可能 可能

複数映像の
同時配信 可能 可能

多人数接続 可能 可能

映像ソース カメラ，PC画面，
書画カメラなど

本体付属カメラ，
外部接続カメラ

画角・位置調整 可能 不可能

導入費用 比較的高価 無料〜安価

表２：活用可能な主な協働学習支援システム
システム名 提供元

Eトーキー�GL50�for�School 株式会社トーキーシステム

SKYMENU�Pro Sky株式会社

xSync�Prime テクノホライゾン株式会社

スタディノート シャープマーケティング
ジャパン株式会社

School�Takt 株式会社コードタクト

ミライシード 株式会社
ベネッセコーポレーション

テックキャンバス NTTラーニングシステムズ
株式会社

ロイロノート・スクール 株式会社LoiLo

MetaMoji�ClassRoom 株式会社MetaMoji

コラボノート�for�School 株式会社ジェイアール四国
コミュニケーションウェア
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を行う授業展開を想定すると，これらシステ
ムには「同一のペア・グループの児童生徒と
ビデオチャットによる対話ができる」機能が
存在しないことが課題となる．解決方法の１
つは，Web会議システムを併用し，ペア・
グループのビデオチャット機能の代替とさせ
ることである．例えば，Zoomには「ブレー
クアウトルーム」機能があり，教員がペア・
グループを作成して児童生徒を割り当て，ペ
ア・グループでビデオチャットを行うことが
できる．

3.4　「つながる授業アプリ」開発の必要性
利用可能なシステムを用いて遠隔合同授業

を行う場合，遠隔教育システムと協働学習支
援システムの2つのシステムを行き来しなが
ら授業を行う必要がある．この場合，想定さ
れる懸念点は3点ある．

1.�� �2つのシステムを，必要に応じて切り
替えながら操作する必要がある．

2.�� �協働学習支援システムで作成したペ
ア・グループを，Web会議システム
でも作成する必要がある．

3.�� �用意されている機能が豊富で，遠隔合
同授業には必要ではない機能も含まれ
ていることもあり，使用する機能の選
択や組み合わせには吟味が必要であ
る．

教員，児童生徒ともにICT活用能力が既
に高い段階であれば，2つのシステムの利用
でも問題ないと考えるが，そうでない場合，
ICT機器の操作を習得しながら遠隔合同授業
を行うことに慣れていく段階が必要であると
考える．小規模校には，人員にも制限があ
り，ICT支援員などICTに慣れている人員が
不足している場合，教員自らがICTに慣れ，
児童生徒に教えていく必要がある．このよう
な状況では，システムは必要最低限の機能か

つ簡単な操作で利用できる単一のシステムの
方が望ましい．そして，遠隔合同授業の「慣
れ」に従って，教員・児童生徒に寄り添いな
がら，より深い学習を支援できるシステムの
拡張性も考慮する必要がある．従って，「個」
としてのつながり全体の機能を網羅するツー
ル（本研究で開発するシステムは「つながる
授業アプリ」）を開発することが必要である
と考える．�

4．「つながる授業アプリ」の開発
4.1　「つながる授業アプリ」の機能

本研究では，遠隔教育システムと協働学習
支援システムを併せもつシステムである「つ
ながる授業アプリ」を設計・実装する．「つ
ながる授業アプリ」の基本機能は以下の通り
である．3章で説明した個人ノートは，「つな
がる授業アプリ」では「マイノート」と表
現し，同様に協働ノートは「�シェアノート」
と表現している．

［A］教員用機能
1.�� 授業（クラス）作成機能
2.�� 課題・回答作成機能
3.�� ペア・グループ作成・変更機能
4.�� �「マイノート」一覧表示・拡大表示機

能
5.�� �「シェアノート」一覧表示・拡大表示

機能

［B］児童生徒用機能
1.�� 課題表示機能
2.�� 「マイノート」作成機能
3.�� �「マイノート」から「シェアノート」

へのコピー機能
4.�� 「シェアノート」表示・追記機能
5.�� �ペア・グループビデオチャットコミュ
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ニケーション機能
［C］ 共通機能

1.�� ログイン機能
2.�� ペンの種類，色，太さの変更機能
3.�� �課題，「マイノート」，「シェアノート」

の印刷機能

4.2　「つながる授業アプリ」の開発手法
「つながる授業アプリ」の開発では，「ア

ジャイル型」開発手法を用いている．従来
のソフトウェア開発手法として代表的な

「ウォーターフォール型」開発では，最初に
仕様が明確に完成していることを想定してい
るため，迅速に新たな要求仕様に伴って機能
を変えていくことが困難であり，その課題を
克服する新しい開発手法が求められていた．

「アジャイル型」開発手法は，2001年に「ア
ジャイルソフトウェア開発宣言」（17）として公
開された．その中で特に開発時の行動指針と
なる12の「アジャイル宣言の背後にある原
則」が定義され，活用されてきている（図４
参照）．

日本においても「アジャイル型」開発手
法が行われている．「アジャイル型」開発手
法を導入したプロジェクトでは，「ステーク
ホルダーの満足度が比較的高い傾向にある」，

「市場新規性が高い，またシステム的に複雑
度が高く手戻り可能性の高いプロジェクトで
使用されている」，「手戻りの可能性の高いプ
ロジェクトでありながら，品質を担保できる
可能性がある」（19）とされ，有用性が評価され
てきている．
「つながる授業アプリ」開発においても，

授業実践を通してフィードバックされた情報
をもとに，繰り返し機能を追加変更し，品質
の向上に努めている．例として，図５に児童
生徒用画面の変遷をあげる．「授業実践初期」
の画面�から，「改善1」では「印刷」「消しゴ

ム」，「1つ前に戻す」，「やり直し」機能を追
加し，逆に描画色指定については，スライ
ダー式スイッチによる細かな設定から8色に
制限され，太さも同様に4種類に制限してい
る．「改善2」では，「台紙画像選択」，「自分
のカメラ映像表示」，「カメラ切り替え」機能
が追加され，「シェアノート」，「印刷」アイ
コンをより判別しやすいものに変更し，「ビ
デオチャット」，「印刷」アイコンの位置をよ
り適切な位置に変更している．�

4.3　「つながる授業アプリ」の構成
「つながる授業アプリ」の基本構成を図６

に示す．「授業」「課題・回答ノート」「ペア・
グループ」「マイノート」「シェアノート」「ビ
デオチャット」を「つながる授業アプリ」で
表現するためには，画面上に表示するための
データや，プログラム内部で使用するメタ
データが必要である．これらデータは，「つ
ながる授業アプリ」を構成する各機能と相互
にやり取りされ，タブレット端末上に文字，
映像，音声として出力される．具体的には，

「授業」には授業名称，授業の参加者名簿，
授業開始時間，授業終了時間が含まれ，「ペ
ア・グループ」には参加者がどのグループに
属するかを表現するためのグループ番号があ
り，参加者と紐付けられ，「課題・回答ノー
ト」「マイノート」「シェアノート」には，デ
ジタルペンの記入時のストローク座標情報
や，記入時間，ペンの種類，太さなどが含ま
れる．図６では，教員や児童生徒から「つな
がる授業」アプリに向けて発信されるデータ
の流れを実線矢印で示し，逆に「つながるア
プリ」から教員や児童生徒に向けて発信され
るデータ（受信者にとってみれば，他者の
データ）の流れを波線矢印で示しており，「つ
ながる授業アプリ」が扱うデータには双方向
性が高いことがわかる．
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複数のタブレット端末がそれぞれのデータ
を保存・取得するためには，主に定型化され
たテキスト情報を管理するための「データ
ベース」や，映像や音声などメディアファイ
ル（バイナリファイル）や，テキストファイ
ルを管理する「ファイルストレージ」，ビデ
オチャットで使用する映像・音声データを，
複数タブレット端末間で相互にリアルタイム
でやり取りする「ビデオチャットミドルウェ
ア」が必要となる．これらは「基盤ソフト
ウェア」と呼ばれ，高度なアプリケーション
を構築するための基盤となるソフトウェアで
ある．

旧来「基盤ソフトウェア」は，アプリケー
ションと同一のコンピュータにインストール

されるか，同一ネットワーク内のコンピュー
タにインストールされて動作していた．この
方式によるコンピュータ構成をオンプレミス
と呼ぶ．近年では高速なインターネット接続
環境と仮想化コンピュータ技術の発展に伴
い，インターネットなどのネットワークを介
してコンピュータをサービスとして提供する
クラウドコンピューティングが広がってきて
いる．例えば，Amazon�Web�Service,�Google�
Cloud�Platform,�Microsoft�Azureがあげられ
る．クラウドコンピューティングによって，
コンピュータを「モノ」から「コト」に変え
ることができる．クラウドコンピューティン
グでは，オンプレミスと同様にアプリケー
ションや「基盤ソフトウェア」をインストー

図５：児童生徒用画面の変遷

図４：「アジャイル宣言の背後にある原則」の一覧 
※IPA資料より抜粋（18）

図６：「つながる授業アプリ」の構成
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ルして利用することが可能である．さらに，
最近では，「基盤ソフトウェア」自体を借り
て利用できる環境として，サーバレスコン
ピューティングが提供されてきている．もは
や「基盤ソフトウェア」をインストールす
る手間がなく，運用時のコンピュータの管
理もなくすことができる．例えば，「データ
ベース」では，Amazon�DynamoDB,�Amazon�
DocumentDB,� Google�Firebase�Realtime�
Database,� Google� Firebase� Firestore�
Database,�Microsoft�Azure�Cosmos�DBなど
があげられ，その他数多くの「基盤ソフト
ウェア」が提供されている．クラウドコン
ピューティングやサーバレスコンピューティ
ング上のコンピュータが故障した場合，自動
的に別のコンピュータに切り替えて動作を継
続させることができるため，高可用性が期待
できる．一般的に，クラウドコンピューティ
ングやサーバレスコンピューティングをまと
めてクラウドと呼ぶ．

クラウドの利点が注目され，オンプレミス
からクラウドへの移行が進んできている．し
かし，コンピュータにネットワークを介して
接続する必要があるため，そもそもインター
ネットに接続できない環境や，セキュリティ
の問題からクラウド上に個人情報を保存でき
ないなどの課題に対してはオンプレミスが有
用であり，オンプレミスとクラウドを組み合
わせたシステム構成も数多く存在する．
「つながる授業アプリ」にはオンプレミス，

クラウドのいずれにもアプリケーションをイ
ンストールすることができるよう，「Webア
プリケーション」になっている．また，「つ
ながる授業アプリ」には「基盤ソフトウェア」
の選択機構があり，オンプレミス，クラウド
を横断して「基盤ソフトウェア」を組み合わ
せることができる．従って，「つながる授業
アプリ」を利用する学校の動作環境やセキュ

リティ制限事項に合わせて「つながる授業ア
プリ」の構成を作ることができ，また技術進
化の早い「基盤ソフトウェア」にも対応する
ことが可能となる．�
�
4.3.1　「Webアプリケーション」
「つながる授業アプリ」は，教員・児童

生徒が利用するタブレット端末に含まれる
Webブラウザで動作する「Webアプリケー
ション」として提供している．「Webアプ
リケーション」は，通常のアプリケーショ
ンと違い，「基盤ソフトウェア」の1つであ
る「ファイルストレージ」を介して提供さ
れ，Webブラウザから「URL」と呼ばれる
Webアプリケーションを示すアドレスを指
定するだけで実行できるため，タブレット端
末にアプリケーションをインストールする必
要がなく手軽で，かつアプリケーションの継
続的な更新を実現できる．また，「つながる
授業アプリ」はMicrosoft�Windows，Apple�
MacOS・iOS・iPadOS，Google�Android・
ChromeOS,各種LinuxOSなど複数のOSで動
作するため，動作端末の選択肢が多い．
「Webアプリケーション」のプログラム

ソースコードはJavaScriptと呼ばれるスクリ
プト言語で記述されている．JavaScriptプロ
グラムは基本的に，記述したプログラムソー
スコードがそのままテキストファイルとして
Webブラウザに送られて実行される．従っ
て，WebブラウザからJavaScriptプログラム
を閲覧できるので，Webブラウザに含まれ
る「デバッガ」と呼ばれるプログラム内部の
実行状況を表示し，簡易的にプログラムを修
正し，テスト実行できる機能によって，不具
合の迅速な修正や画面変更時の試作などを可
能とする．

しかし，Webブラウザ自体の機能追加・変
更によって，作成したWebアプリケーショ
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ンが動作しなくなることもある．継続的に新
しいWebブラウザに対応していくことが必
要ではあるが，「デバッガ」機能を使うこと
で素早く障害内容を把握し，プログラムを修
正することが可能となり，障害対処にかかる
時間を短縮することができる．また，プログ
ラム修正後においても，タブレットに再イン
ストールする手間がなく，Webブラウザで
再度URLを指定するだけで最新のプログラ
ムに更新されるため，通常のインストール型
アプリケーションよりも修正作業全体の手間
を少なくすることができる．

4.3.2　「基盤ソフトウェア」の選択機構
「つながる授業アプリ」では，「基盤ソフト

ウェア」を選択できる機構を持っている（図
７参照）．この機構により，①全ての基盤ソ
フトウェアを内包して，学校（もしくは学
校関連施設）内に全ての「基盤ソフトウェ
ア」を設置し，外部からは「つながる授業ア
プリ」に接続できないようにして，最もセ
キュリティの高い構成を作ること（オンプレ
ミス），②一部の基盤ソフトウェアを内包し，
クラウドの利点を一部取り入れる構成を作る
こと（オンプレミス，クラウドの組み合わ
せ），③全ての「基盤ソフトウェア」を内包
せず，教員・児童生徒がインターネットから
アクセスできる開かれた構成（クラウド）の
いずれも作ることができる．またこの機構に
より，新しいICT技術を取り入れた「基盤ソ

フトウェア」への対応も可能になっている．�
具体的には「つながる授業アプリ」では，

「データベース」，「ファイルストレージ」，「ビ
デオチャットミドルウェア」の3つの「基盤
ソフトウェア」について，学校環境に対応す
るためにオンプレミスを使ったり，学校外部
からの接続や，高速応答性を追求するために
クラウドを使ったりと，それぞれ「基盤ソフ
トウェア」を選択しながらテストを繰り返
し，実際の実行環境を作成，変更してきてお
り，今後新たな基盤ソフトウェアやサーバレ
スコンピューティングが現れたときにも，柔
軟に対応できると考えている．以下に，過去
に実際に構築した「基盤ソフトウェア」の組
み合わせ例をあげる．

［A］�学校内からのアクセスだけに制限し，
ネットワーク帯域が少ない学校環境での構成
� �データベース：MongoDB�+�ShareDB（オ

ンプレミス）
� �ファイルストレージ：ローカルファイルス

トレージ（オンプレミス）
� �ビデオチャットミドルウェア：Licode（オ

ンプレミス）
� ※�運用途中でビデオチャット時の映像・

音 声 の 高 品 質 化 を 求 め てLicodeか ら
MediaSoup（オンプレミス）に移行した

［B］�学校内からのアクセスだけに制限し，ビ
デオチャット時の映像・音声のみ高可用性の
ためにクラウドに移行した構成
� �データベース：MongoDB�+�ShareDB（オ

ンプレミス）
� �ファイルストレージ：ローカルファイルス

トレージ（オンプレミス）
� �ビデオチャットミドルウェア：Amazon�

Chime（クラウド）
図７：「つながる授業アプリ」の構成パターン
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［C］�インターネットが接続されている環境か
らアクセスでき，全ての「基盤ソフトウェア」
をクラウドに移行した構成
� �データベース：Google�Firebase�Realtime�

Database（クラウド）
� �フ ァ イ ル ス ト レ ー ジ：Google�Firebase�

Cloud�Storage（クラウド）
� �ビデオチャットミドルウェア：Amazon�

Chime（クラウド）

4.3.3　 ネットワーク環境の問題についての
対策

「つながる授業アプリ」を実施する環境で
は，教員や児童生徒が使用するタブレット端
末は携帯利便性のためにWi-Fiを用いてネッ
トワークに接続されている．したがって，
Wi-Fi接続用アクセスポイントのスループッ
ト性能や，インターネット回線の帯域に依存
することになる．このようなネットワーク環
境問題の対策として，1点目はビデオチャッ
ト時の映像・音声データの削減を行なってい
る．映像・音声データをビデオチャットミド
ルウェアで1つに束ねる方法（MCU方式）を
用いて，例えばグループに4人の児童生徒が
ビデオチャットをする場合でも，各タブレッ
ト端末には1つの映像・音声データにまとめ
て配信して，データ通信量を削減している．

2つ目は，課題ノート，マイノート，シェ
アノートなどのノートデータや，授業に必要
なメタデータの通信量の削減である．基本的
には差分データのみを送信して各タブレット
端末に配信している．しかし単純な差分デー
タのみを配信すると，競合し合うデータの更
新の場合には，受信タイミングによって順不
同になることがあり，データの整合性が取れ
なくなる．このような場合，一般的にはデー
タベースで採用されるトランザクション機構
を用いて更新データの1つだけを採用し，他

のデータは却下して対処する．しかしこの方
式では，送信したデータが却下された場合
は，最新のデータを受信しなおし，さらに更
新データを作成して再送することになるた
め，データ通信量が増える．そこで「つなが
る授業アプリ」では，操作変換と呼ばれる手
法を用いて，順不同でデータが到着しても
データ整合性を保つようにし，データの再送
を防ぐことで通信量の削減と，操作性の向上
を実現している．

５．A市における授業実践と評価
平成27年度から3年間にわたるA市での実

証事業では，4章で説明した「つながる授業
アプリ」を含む遠隔合同授業支援環境が活用
された．そのシステム構成を図８に示す．実
証事業対象校であるB，C小学校には「学級」
としてのつながりとして，テレビ会議システ
ムを導入し，「個」としてのつながりとして，

「つながる授業アプリ」をA市教育委員会内
のサーバルームに設置した．これは前章で述
べた「基盤ソフトウェア」全てを内包してい
る構成となる．そして，教員・児童生徒側端
末にはWindowsタブレットが導入されてい
る．実証研究を通して，遠隔合同授業研究
チームの中原は，ICTを活用した効果的な授
業を「一人学び」「ペア学習」「全体学習」「ま

図８：Ａ市のシステム構成
（Ａ市資料より引用して修正）
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とめ・振り返り」「その他の場面」に分類し
てまとめている（20）．

実証事業が終了した平成30年度では，遠隔
合同授業の実施校としてD小学校を追加し，
継続して遠隔合同授業の取り組みが行われ
た．

5.1　平成27年度授業実践のアンケート調査
遠隔合同授業の実践を約20回行ったB校，

C校の第4学年の児童15名と，教員（6名）に
アンケート調査をそれぞれ実施した．児童向
けアンケート調査は，テレビ会議システムの
有用性に関する質問（5段階評価：2問，自由
記入方式：2問），つながる授業アプリの操作
性，有用性に関する質問（5段階評価：7問），
遠隔合同授業の有用性に関する質問（5段階
評価：6問，自由記入方式：1問）の合計18問
である．教員向けのアンケート調査はインタ
ビュー方式で，児童にとっての遠隔合同授業
の有用性に関する質問（6問），テレビ会議シ
ステムの有用性に関する質問（2問），つなが
る授業アプリの有用性に関する質問（5問），
教員にとっての遠隔合同授業の有用性に関す
る質問（2問），遠隔合同授業支援システム全
体に対しての改善要望（1問），長期的な遠隔
合同授業の実施に関する質問（1問）の，合
計17問を準備した．

なお，本稿におけるアンケート調査の児童
用の質問項目については，分かりやすい質問
文をつくることを第一に考えている．した
がって，質問がイエス・テンデンシーを生じ
たり，誘導質問になっていたりする可能性も
あるが，回答が偏る可能性がある場合には，
反対側の回答から「つながる授業アプリ」の
課題や遠隔合同授業の改善点を見いだすこと
も行っている．

5.1.1　児童向けアンケート調査の結果と考察
ICT機器を活用した遠隔合同授業について

の質問（表３：質問1，質問12，質問17，質
問18）の回答から，遠隔合同授業そのものは
全員が楽しく，やってみてよかったと回答
し，普段の授業と同等以上の分かりやすさが
あり，全員が次の学年になっても遠隔合同授
業をやってみたいと回答している．しかし，
みんなの前での発表や話したいことについて
の質問（表３：質問2，質問14，質問15）の
回答からは，発表することや話したいことを
伝えることに積極的な児童が多いが，発表や
話したいことを伝えることに消極的な児童も
見られる．成功体験と自己効力感（21），そして
自己効力感と学習意欲の関連（22）の先行研究を
踏まえれば，遠隔合同授業における発表した
り他者に伝えたりする成功体験を増やすこと
が，発表することや話したいことを伝えるこ
とへの意欲を高めることにつながる可能性が
ある．さらに，教員から児童生徒への「ほ
め」言葉によって，児童生徒の学習意欲を高
められる場合がある（23）．複数のグループで同
時に行われるグループ対話内容を，教員が見
とることは難しいため，児童生徒への声がけ
や指導が少なく，対話に対して消極的である
ことが考えられる．そこで，グループ学習場
面の対話状況を，「つながる授業アプリ」が
リアルタイムで監視し，教員に通知できれ
ば，教員がその状況を見とって児童生徒に声
がけや指導することで，児童生徒の遠隔合同
授業に対する意欲を向上させることができる
可能性がある．

テレビ会議システムを通じた一斉学習の場
面についての質問（表４：質問3，質問4）の
回答からは，テレビ会議システムの特性を理
解したうえで発表したり，他者の意見を聞こ
うとしたりする姿勢が見られている．このこ
とは，教員が遠隔合同授業やその他通常の
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授業のなかでも，教員が丁寧にICT機器や，
「つながる授業アプリ」の使い方を教えてい
たことも含めて，児童生徒の遠隔合同授業に
参画する態度や遠隔ICT活用力（図３参照）
を意識して指導・支援を行ってきた成果では
ないかと考えられる．
「つながる授業アプリ」の操作性に関する

質問（表３：質問5，質問6，質問8）につい

ては，一部を除いて高い評価を得ている．低
評価の児童については，タブレット端末にお
ける音声の調子が悪く聞き取りが難しい状況
があったことが起因しているのではないかと
思われる．遠隔合同授業におけるペア・グ
ループ活動と「つながる授業アプリ」の有用
性についての質問（表３：質問9，質問10，
質問11）の回答についても，高い評価を得て

表３：平成27年度児童向け5段階評価による質問項目と回答

表４：平成27年度児童向け自由記入方式による質問項目と回答
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いる．質問（表４：質問13）の回答を加味す
れば，違う意見や考え方に触れることをよい
機会であると捉えていること，それだけでな
く同じ意見や考え方であることを確かめられ
た機会になっていることも分かった．

今回のアンケート調査結果から，児童生徒
は「つながる授業アプリ」が遠隔における他
者の意見や考え方を聞くことができる機会

（道具）であること，またこの道具を活用し
て説明し合うことが授業内容の理解につなが
ることを習得できたと考えられる．したがっ
て，小規模校の課題の一部を解決するため
に，「つながる授業アプリ」の有用性を大よ
そ評価できたと思われる．一方，「つながる
授業アプリ」活用時の児童生徒間の意見や考
え方を説明し合う状況を観察してみると，形
式的に意見や考え方を説明し合うことに終始
している状況や，自分の意見や考え方を伝え
て相手の意見や考え方を聞くことはできてい
るが「分かる」や「吟味する・再構成する」
までの状況に達しているとは言い難い状況も
見てとれた．図３に示したような，自分や他
者の意見や考え方を「吟味して納得する」，
また「根拠を持って再構成できる」段階に到
達するために，「つながる授業アプリ」に必
要な機能や仕組みを検討して導入することが

必要であることが分かった．

5.1.2　教員向けアンケート調査の結果と考察
遠隔合同授業による効果や学級・児童生徒

の変容についての質問（表５：質問3，質問4）
の回答について，教員の視点からも児童生徒
の学習への積極性，不具合を乗り越えようと
する行動など学習意欲の向上や，意見に耳を
傾けたり，発言ができかけていることを実感
されていることがわかった．また，「つなが
る授業アプリ」の活用に関する質問（表５：
質問12,16）の回答から，「つながる授業アプ
リ」が「個」としてのつながりをつける道具
として機能していること，それだけでなく，
聞こうとする意識の強さや一斉授業への意欲
のつながり，教員に言われたこと以上の交流
の展開など「つながる授業アプリ」の活用が
児童生徒の主体性を発揮できる契機になって
いることが示された．「つながる授業アプリ」
の改善要望に対して，例えば教員が複数人で
接続する機能については，アンケート後に対
応している．遠隔合同授業の継続実施につい
ての質問（表５：質問17）の回答からは，授
業準備や計画の大変さが見えてきている．授
業に関する教員向けの支援機能の追加も必要
である．

表５：平成27年度教員向けインタビュー方式による質問項目と回答
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5.2　平成28年度授業実践のアンケート調査
平成27年度に引き続き，遠隔合同授業が

実施されたB校，C校の児童（第4学年：8名，
第5学年：14名，第6学年：11名）の合計33名，
教員（5名）にアンケート調査をそれぞれ実
施した．児童向けのアンケートは，遠隔合同
授業に関する質問（4段階評価：2問，自由記
述方式：2問），つながる授業アプリに関する
質問（4段階評価：2問，選択回答方式：1問，
自由記述方式：6問），テレビ会議システムに
関する質問（4段階評価：1問，選択回答方式：
1問，自由記述方式：3問），「話型」に関する
質問（4段階評価：2問，自由記述方式：1問）
の合計21問である．教員向けのアンケート
は，遠隔合同授業に関する質問（4段階評価：
2問，自由記述方式：6問），つながる授業ア
プリに関する質問（自由記述方式：3問），テ
レビ会議システムに関する質問（自由記述方

式：�1問），「話型」に関する質問（自由記述
方式：2問）の合計14問である．

前年の平成27年度は授業実践の初年度であ
り，ICT支援環境や授業設計含め試行錯誤し
ながら体験的に遠隔合同授業を行なってき
た．ICT支援環境の基本構成を固めていく段
階であったため，遠隔合同授業そのものに対
する評価を中心とした質問であった．児童は
慣れない環境で授業に参加していたこともあ
り，回答のしやすさを考慮して5段階で評価
した．平成28年度では遠隔合同授業支援環境
の基本構成が固まり，通常授業のように遠隔
合同授業を行った．そこで，遠隔合同授業に
おいて児童生徒がどのような学び感を持って
いるのかを明らかにするため，アンケート内
容を前年度と変え，回答の曖昧さをできるだ
け排除するために4段階で評価を行った．

表６：平成28年度児童向け4段階評価方式による質問項目と回答

表７：平成28年度児童向け選択回答方式による質問項目と回答
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5.2.1　児童向けアンケートの結果と考察
テレビ会議システムと「つながる授業アプ

リ」での発表のしやすさについての質問（表
６：質問2，質問7）の回答からは，テレビ会
議システムの方が発表しやすいことがわか
る．その理由を尋ねた質問（表８：質問3，
質問8）からは，「つながる授業アプリ」では，
対話している相手を見ず，「シェアノート」
を見ながら発表していることもあり，「相手
に伝わっているかわからない」ことが原因の
1つであると考えられる．引き続き「つなが
る授業アプリ」の機能改善が必要である．一
方で，友達の発表内容がわからないときに聞
き返すかどうかの質問（表７：質問5，質問
10）において，テレビ会議システムと「つな
がる授業アプリ」の回答を比較してみると，
テレビ会議システムでは「そのままにしてお
く（2名）」，「自分のまわりの友達に聞く（10
名）」，「つながる授業アプリ」では「そのま
まにしておく（0名）」，「自分のまわりの友達
に聞く（5名）」となり，「つながる授業アプ
リ」の方では相手とのやりとりで解決しよう

とする姿勢が見られていた．このことは「つ
ながる授業アプリ」のなかで協働学習を利用
して問題を解決しようとすることにつなが
り，主体的に相手と関わり意見や考え方を交
流するという活用目的を果たしているよい傾
向であると考えられる．遠隔合同授業で学ん
でいく難しさを問う質問（表６：質問19）の
回答からは，半数以上の児童が難しくないと
感じていた．教員による入念な準備の賜物で
あるとも考えられるが，児童の適応能力の高
さが伺える．一方で，質問7との回答も踏ま
えると，質問19に「少し難しかった」と回答
している児童については「相手に分かりやす
く話をする」ことの難しさを有している可能
性が考えられる．授業内でアプリの活用方法
を確認しながら進めることや，単独の授業の
際に分かりやすい話し方を指導して学級内で
アプリを活用して経験を積むことが必要であ
ると思われる．

遠隔合同授業を振り返って，児童生徒が感
じた学びの意義についての質問（表７：質
問18）について，「自分が思いつかない意見

表８：平成28年度児童向け自由記入方式による質問項目と回答
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（考え方やとき方）を知ること」を選んだ児
童が最も多いため，多様な意見や考え方に触
れることについては学んだと実感できている
ようである．しかし，「発表のききかた」�に
ついて最も学んだと感じた回答者が一人もい
なかった．授業実践では，あらかじめ教員が
話型（会話プロトコル）を児童に指導し，グ
ループ対話のやり取り方法を決めていた．し
たがって，児童は「聴き方」は既習事項と
なってしまい，遠隔合同授業を通して自らが
学んだとは感じておらず，他の選択肢よりも
優先度が下がった可能性がある．「聴く」力
の意義を感じさせるためには，より深い対話
を促す授業展開や支援環境の整備が必要であ
ると考える．
「つながる授業アプリ」の活用方法につい

ての質問（表８：質問15，質問16）の回答か
らは，個別学習時に図や色を使い分けながら
相手意識をもって考えをまとめられること，
協働学習時には自分の意見や考え方を書き直
しながら説明できること，聞き手として自分
とは違った意見や考え方を話言葉だけでなく
文字で理解しようとしたり，よりよい意見や
考え方を探し出そうという意欲につながった
りしている様子から，「つながる授業アプリ」
の活用目的のよさが認識されていると考えら
れる．
「つながる授業アプリ」の使いやすさや良

さについての質問（表８：質問20,質問21）
の回答からは，おおむね肯定的に捉えられて
いる一方で，「どこを押せばよいのかわから
ない」など操作性や機能についての課題があ
げられている．このことは，平成28年度の遠
隔合同授業実践では対象児童が増えたため，
タブレット端末操作になれていない児童も増
えた可能性も考えられるが，イメージや直感
的な操作インタフェイスへの修正など「つな
がる授業アプリ」の継続的な改善も必要であ

ると考える．

5.2.2　教員向けアンケート調査の結果と考察
教員の回答数が5名と少ないが，遠隔合同

授業の必要性や実施することの難しさについ
ての質問（表９：質問3）の回答からは，必
要であると感じでいることがわかった一方
で，回答者全員が難しいと感じていることも
明らかになった．難しさの理由についての質
問（表10：問2）の回答からは，依然として
遠隔合同授業における教員の負荷が高いこと
が伺える．遠隔合同授業の授業準備の手間に
ついては，実践の蓄積に伴い解消できること
もあると思われるが，授業展開・自校の児童
生徒指導・他校の児童生徒指導・機器操作と
いった教員の負荷をいかに授業支援によって
軽減するかがポイントとなり，授業中の見と
り支援機能など「つながる授業アプリ」に更
なる授業支援機能が必要である．

5.3　平成30年度授業実践のアンケート調査
遠隔合同授業が実施されたB校，D校の第6

学年の児童合計6名に対し，算数の遠隔合同
授業実践後にアンケート調査を実施した．ア
ンケート調査は対話についての質問（選択回
答式：2問），遠隔合同授業についての質問

（4段階評価方式：1問），授業理解に対する質
問（4段階評価：2問），「つながる授業アプリ」
についての質問（4段階評価方式：1問，自由
記入方式：1問），論理的思考についての質問

（4段階方式：2問,選択記入方式：1問，自由
記入方式：1問）の合計11問であった．

遠隔合同授業の満足度についての質問（表
11：質問3）の回答からは，高い満足度が得
られていることがわかった．その一方で，

「つながる授業アプリ」の操作についての質
問（表11：質問7）の回答からは，「少し難しい」
と思う児童が多いことがわかった．この原因
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表９：平成28年度教員向け4段階評価方式による質問項目と回答

表11：平成30年度児童向け4段階評価方式による質問項目と回答

表10：平成28年度教員向け自由記入方式による質問項目と回答

質問内容と自由記入方式の回答

質問11:「つながる授業アプリ」を使った感想(便利なところ、おもしろかったところ、不便なところ、これからアプリを
使ってやってみたいこと など）を教えてください。

<B小学校>
もうちょっとスマートにやれるようにしてほしい
式を書いたり，図を書く時，色が増えていたので良かったです．また，他の学校とやってみたいです．
◯◯小学校とテレビ会議をして，音が時々聞こえたり，途切れ途切れになってしまったので聞こえづらかった．画面
が止まってしまう時が何回かあった．
<D小学校>
不便なところは，相手と同じところにしないと比べる活動ができない．
文字を書きづらかったし，少し使い方が難しいです．
一人でやるには難しい操作

表12：平成30年度児童向け自由記入方式による質問項目と回答
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は，今回の実践において「つながる授業アプ
リ」の新機能を実験的に追加していたため，
難しさを感じたものと思われる．特に，D校
は遠隔合同授業を行った回数が少ないため，
評価が低くなったと考えられる．「つながる
授業アプリ」の感想ついての質問�（表12：質
問11）の回答からも，遠隔合同授業に慣れて
きているB小学校の児童からは，「もうちょっ
とスマートにやれるようにしてほしい」な
ど，既存の機能の慣れからさらに高度な利用
方法を望んでいる姿が見られる一方で，D校
は「文字を書きづらい」など，基本的な使用
方法が分からない状況も浮かびあがってい
る．また，D校ではWi-Fiルータのトラブル
があり，通信が途切れたり，遅延する障害が
発生したことも，低い評価に結びついている
と考えられる．今回の結果から，ネットワー
ク障害のトラブル対処方法についての手順を
まとめるなど，分かりやすい操作マニュアル
の整備も必要であることが分かった．

６．「つながる授業アプリ」の改善
授業実践及びアンケート結果からの評価を

もとに，「つながる授業アプリ」の改善を継
続的に行ってきた．以下に主な3つの改善点
について述べる．

6.1　ノート描画の改善
「課題・回答ノート」，「マイノート」，「シェ

アノート」の描画を，「ラスタ方式」から「ベ
クタ方式」に切り替えた．「ラスタ方式」は
画面の1ピクセルの点が縦横の格子状に並ん
で表示される方式であり，ビットマップ方式
とも呼ばれる．これはデジタルカメラなどの
写真画像の保存形式と同じであり，複雑な画
像を表現できるが，画像を拡大表示すると
ジャギーと呼ばれるギザギザ上の歪みが現れ

て，画像の品質が落ちる．また，ノート情報
の変更時には，記録されている全ての情報を
描画し直す必要があり，CPUの負荷が高く
なる傾向があった．この方法に対して「ベク
タ方式」では，描画情報を数値のまま保存
し，描画時に画像に変換して表現することが
できるため，拡大表示を行っても画像が歪ま
ない．また，描画はGPUと呼ばれる高速描
画装置を用いるため，ラスタ方式に比べ高速
に描画できる．さらに，ノート情報の変更時
には，変更された描画情報のみを登録するだ
けでよく，CPUの負荷を高めない．一方で，
写真のような1ピクセル毎の表示には情報量
が増えすぎるので適していない．「つながる
授業アプリ」で記入されるノート情報は，ピ
クセル単位での描画は少ないことから，「ベ
クタ方式」に切り替えることで，高品質かつ
高速な描画を実現できている．

6.2　ビデオチャット映像・音声の改善
「基盤ソフトウェア」の1つである，ビデオ

チャットミドルウェアを継続的に切り替えて
ビデオチャット映像・音声の改善を行って
きた．授業実践初期はWebブラウザ側の映
像圧縮技術が古く，伝送される情報量が多
く，ネットワーク帯域を圧迫していた．そこ
でビデオチャットミドルウェアに，MCU方
式と呼ばれる複数の映像・音声を１つに束ね
る方法で，各児童生徒側タブレット端末に送
る映像・音声情報を圧縮して伝送した．しか
し，MCU方式ではサーバの処理負荷が高く
なる．その対処として映像・音声の解像度を
下げていたため，ビデオチャットの品質が高
いとは言えなかった．その後，Webブラウ
ザに新たな映像圧縮技術が加わったおかげ
で，SFU方式と呼ばれる映像・音声情報の中
継のみを担うビデオチャットミドルウェアに
切り替えた．これによって，映像・音声の品
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質が大きく高まった．さらに，クラウド型の
SFU方式のビデオチャットミドルウェアであ
るAmazon�Chimeに対応したことで，ビデオ
チャットミドルウェアを学校内に内包してオ
ンプレミスで動作させることも，クラウド上
で動作させることも可能になった．

6.3　見とり機能の改善
教員の見とり機能に，ペア・グループ活動

時におけるビデオチャット対話の音声だけを
簡単に視聴できる機能を追加した．従来は教
員自身がペア・グループに直接入ってビデオ
チャットに参加する方法しかなかったため，
複数のペア・グループを行き来してビデオ
チャットを見とることが面倒であった．ビデ
オチャットコミュニケーションでは，映像よ
りも音声の方が重要であるため，音声のみを
視聴できることにしている．授業実践では，
教員がワイヤレス・イヤフォン�を使用して，
ペア・グループチャットを見とる姿が見られ，
有効的に活用できている様子が伺えた．

７．おわりに
本稿では，小規模校の課題を解決するため

の1つの手立てとして，遠隔合同授業の支援
環境について説明し，「学級」としてのつな
がりと「個」としてのつながりの，2つのつ
ながりを提案した．そして，遠隔教育システ
ムと協働学習システムの2つを併せ持つ「つ
ながる授業アプリ」の設計・開発を行い，授
業実践による評価を行った．さらに，授業
実践後に教員や児童生徒から得られたアン

ケート調査の結果から，「つながる授業アプ
リ」の有用性を検証した．教員，児童生徒と
もに「多様な意見や考え方に触れる」ことを
実感することができ，提案した遠隔合同授業
支援環境及び「個」としてのつながりを保障
する「つながる授業アプリ」が有用であると
いえる結果を得られた．一方で，遠隔合同授
業研究チームの義永は，ペア・グループ活動
時の対話が「型」にはまってきているとし，
児童生徒の知識再構築にまで関わる深い学び
のために必要な「関連付け」や「比較」を支
援する機能の必要性を述べている（24）．さら
に，グループ活動時の教員の見とりは，遠隔
合同授業実施時で特に負荷の高い作業の１つ
である．したがって，グループ活動の活発さ
やグループ内の対話内容を可視化し，教員の
見とりを支援する方策が必要である．さら
に，遠隔合同授業では相手学級側にも教員

（T2）がいるため，T2がグループ活動の見と
りを行い，授業進行を行う教員（T1）に対
し，児童生徒にわからないよう報告したり，
机間指導を促したりするなど，教員間専用の
コミュニケーション支援を行うことで，教員
の負荷低減につながる可能性がある．

そして，遠隔合同授業を広く普及させるた
めには，数多くの実践の蓄積が必要である．
さらに，その蓄積を再利用できる仕組みやコ
ミュニティによる共有など，多方面からの取
り組みが必要である．また，ICT関連の技術
は日進月歩で進化していくため，本研究で提
案したシステムの構造も，時代の変化に合わ
せて柔軟に変えていく必要がある．
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